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はじめに 

関西には、京都、大阪、神戸という大都市をはじめ、個性豊かな諸都市があり、それらの周りには、豊か

な自然に恵まれた地域が日本海側から太平洋側まで広がる。豊富な歴史文化遺産の集積にも表れている

ように、各都市や地域には、歴史的にも固有の伝統、文化、産業を育んできたところも少なくない。 

観光インバウンドの継続的増加が示すとおり、こうした関西の多様性は、関西の大きな魅力になっている

ことは間違いない。その一方で、「関西はばらばら」「関西はひとつひとつ」と揶揄、批判されてきたように、

多様性や独自性のゆえに、関西をひとつにとらえて、アピールする、行動するということでは、連携や一致

協力を拒む、視野の外に置くというような気風が行政および住民ともにあったことは否めないであろう。 

地域が世界と直につながる経済社会のグローバル化の進展、本格的な人口減少が進む日本の将来を

見据えるならば、関西はひとつという視点から、地域としての総合力を発揮することがますます重要になる。 

本稿では、関西における広域連携の実績と課題を踏まえ、多様性や独自性を尊重しながらも、関西とし

ての総合力を発揮できる制度のあり方について意見を述べたい。 

 

１．関西における広域連携の実績と課題 

（１）大規模プロジェクトの推進 

関西では、1970 年代後半から、経済活性化や将来の発展基盤の形成をめざした大規模プロジェクトを

立ち上げる動きが強まった。これらは府県域を越えるプロジェクトとなり、官民が広域的に連携して推進して

いくこととなった。東京一極集中が強まり、1970 年以降、関西経済の低迷と相対的地位低下が続いたこと

に対する危機意識が、大規模プロジェクトの組成と広域連携による推進を促したといえよう。ここでは、大規

模プロジェクトとして、関西国際空港、関西文化学術研究都市、高速道路ネットワーク整備を例としてあげる。 

関西国際空港 

関西国際空港（関空）は、1960 年代以降、航空需要が拡大し、大型のジェット旅客機が就航し始めた中

で、騒音公害への配慮から発着時間に制約がある大阪国際空港（伊丹空港）のみでは将来の航空需要に

対処できないという見通しの下、国が中心となって構想・計画し、地元調整を経て、1994 年に滑走路 1 本

で開港した。関西の新国際空港ということで、官民の広域連携の下、空港建設事業や空港会社への出資、

国内外へのポートセールス団の派遣、さまざまな開港ＰＲキャンペーンの推進が行われた。開港後、さらに

複数の長距離滑走路を備えた完全 24 時間運用のグローバルスタンダードの国際拠点空港を実現するた

め、2007 年の第２滑走路供用開始をめざす２期事業も、官民の広域連携により推進された。目標どおりの
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2007 年の第 2 滑走路供用開始後も、エアポートプロモーションをはじめ、関空の就航便数の増加・利用促

進に関西一体となった取り組みが継続されている。 

今後、関西一体という視点からの広域連携の真価が問われるのは、関空・伊丹・神戸の関西３空港問題

である。国・自治体・経済団体等の関係者からなる関西３空港懇談会において、３空港がどのように機能分

担し、航空需要へ対応していくかが課題となるが、根強い自治体の利害対立があり、合意形成は容易では

ない。課題は空港の運営だけにとどまらず、空港間アクセス、背後の都市づくりなどまで視野に入れた関西

全体での検討・調整が必要であり、調整力ある広域自治組織の存在が求められる。 

関西文化学術研究都市 

関西文化学術研究都市（けいはんな学研都市）は、1978 年に発足した関西学術研究都市調査懇談会

（座長：故奥田 東・元京都大学総長）により提唱された。創造的、国際的、学際的、 業際的な文化・学術・

研究の新たな展開の拠点として、1987 年の関西文化学術研究都市建設促進法の施行以来、京都府、大

阪府、奈良県の３府県にまたがる京阪奈丘陵において、産学官連携の下、国家プロジェクトとして事業が進

められてきた。1994 年のまちびらき以降、立地施設や人口は着実に増加し、多くの研究開発成果も生み出

している。まちの成熟度に応じて柔軟に事業を進めることが可能なクラスター型開発による、学術・研究にと

どまらない、住む、働く、交流するといった複合型機能を有する都市としての整備が奏功した。 

けいはんな学研都市は経済情勢等幾多の困難を経ながらも、確かな成長を見せてきたが、３府県・８市

町の境界があるがゆえに一体的発展を妨げる面もあったことは否めない。学研都市全体を一つの特別な

自治体にしていれば、住民の一体感の醸成、自治体間で温度差のない開発整備方針の統一と実行、クラ

スター間を結ぶ道路等のインフラの早期整備などにおいて、より大きな効果をあげられたものと思われる。 

高速道路ネットワーク整備 

関西には、関空・阪神港といった世界とのゲートウェイとなる空港・港湾のみならず、その後背圏には日

本有数の製造拠点や消費市場があり、各拠点と空港・港湾を結ぶ高速道路ネットワークの整備は欠かせな

い。かねてより、高速道路のミッシングリンク（ネットワークの途切れ）の解消が大きな課題となっていたが、

関西の官民が一体となった要望活動や機運醸成により、2012 年４月に新名神高速道路の一部区間の建

設凍結が解除され、さらに、大阪湾岸道路西伸部（2016 年度より）や淀川左岸線延伸部（2017 年度より）の

事業化につながった。 

事業化が困難を極めたのは、大阪湾岸道路西伸部と淀川左岸線延伸部である。道路公団民営化以降

は高速道路会社の料金収入を原資とした新規建設が抑制され、国庫負担のある道路事業であっても、建

設区間の自治体に巨額の財源負担問題が生じ、長らく暗礁に乗り上げていた。現行制度では、道路建設

区間の自治体にのみ負担があり、府県を越えた広域幹線道路の早期整備が難しい。関西一体の広域自治

組織が優先順位も判断しながら、受益の度合いに応じた広い財源負担を調整できれば、より早く事業化で

きたと考える1。 

（２）広域産業振興 

関西には、基礎素材、加工組立、部品・部材等の製造業からサービス業まで、幅広い分野の産業が集

積しているが、リーディング産業が不在の状況にある。将来に向けて関西経済が発展し続けていくために

は、関西のポテンシャルを生かし、広域的に連携しながら、リーディング産業となりうる成長産業の育成、創

業・ベンチャー支援が必要である。ここでは、広域観光戦略の推進、健康・医療産業の育成、創業・ベンチ

ャー支援を例としてあげる。 

                                                        

1 大阪湾岸道路西伸部と淀川左岸線延伸部は、完成すれば、既存の京都高速道路と第２京阪道路と結

ばれ、京都～大阪～神戸の３大都市間を貫く広域幹線道路となる。その受益は、建設区間の兵庫県・

神戸市、大阪府・大阪市だけにとどまらず、関西広域に及ぶ。 
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広域観光戦略の推進 

関空のＬＣＣ路線の拡充、近隣アジア諸国の経済成長等を背景に、海外から関西を訪れるインバウンド

旅行者数が継続的に増加しており、関西経済の成長を支えている2。関西がその多様な魅力を結集し、関

西ブランドとして世界に PR し、観光インバウンドの拡大を図るためには、地域全体としての戦略を関西一

体で推進する体制が必要である。 

このため、自治体や経済界、観光推進団体、国の地方行政機関等により、2017 年４月、関西観光本部

が設立された3。ラグビーワールドカップ、東京オリンピック・パラリンピックやワールドマスターズゲームズ

2021 関西という世界的スポーツイベントが 2019 年～2021 年に連続して開催される好機を生かし、関西が

一体となって観光振興に取り組むとしている。すでに、関西ブランドの強化・発信のほか、関西の広域観光

周遊ルート「美の伝説」のプロモーションや、一度の認証で関西各地の無料 Wi-Fi の利用が可能となる

「KANSAI Free Wi-Fi (Official)」の運用、関西統一交通パス「KANSAI ONE PASS」の販売など、共通事業

が推進されている。今後、官民・府県の枠を越えて、広域観光戦略推進の司令塔として、関西観光本部が

全体最適に向けた調整力を発揮することが一層必要となる。府県の観光施策の隙間を埋めるだけでなく、

マーケティング戦略に基づいた施策の整理統合・再編などの調整力が期待される。そのためには、自治体

側は関西一体の広域自治組織としてまとまる必要がある。 

健康・医療産業の育成 

関西には、江戸時代に製薬業で栄えた歴史的背景から製薬企業が集積し、彩都（国際文化公園都市）

や神戸医療産業都市、けいはんな学研都市などのバイオクラスターが点在していることに加え、臨床研究

中核病院や先進的な研究機関、食品・スポーツなどの幅広い関連企業も集積している。こうした高いポテン

シャルを生かし、成長産業として、健康・医療産業の育成が官民の広域連携により取り組まれている（図表

１に主な拠点を示している）。広域連携による共同申請が評価され、規制緩和等による国の支援を受ける関

西イノベーション国際戦略総合特区（2011 年 12 月指定）、国家戦略特別区域（2014 年３月指定）の特区

指定も受けている。医薬品医療機器総合機構4（PMDA）関西支部、日本医療研究開発機構5（AMED）創薬

支援戦略部・西日本統括部が「うめきた」（大阪駅北地区）に設置され、関西の健康・医療産業の発展に資

する基盤が整備された。 

さらに、2015 年７月、産学官の広域連携により健康・医療の新たな仕組みづくりやモデルの開発をめざ

すためのプラットフォームとして、関西健康・医療創生会議（議長：井村裕夫・京都大学名誉教授）が設立さ

れた。未来医療やまちづくりなど、産学官がそれぞれ単独では解決できない重要課題6が同会議では取り

                                                        

2 インバウンド消費の関西経済に対する影響について、APIR において、訪日外国人消費は 2016 年の関西

GRP を約 0.86%、就業者を約 1.25%押し上げる効果をもたらしたと分析している（Kansai Economic Insight 

Quarterly No.35、2017 年 8 月 30 日発表）。 

3 大阪湾ベイエリア開発推進機構（通称：関西地域振興財団）と関西国際観光推進本部（任意団体）を統合し

た一般財団法人となっている。福井県、三重県、鳥取県、徳島県を含む 10 府県が対象エリアである。 

4 医薬品や医療機器などの品質・有効性および安全性について、治験前から承認までを一貫して指導・審査

を行う独立行政法人のこと。 

5 医療分野における基礎から実用化までの一貫した研究開発の推進、成果の円滑な実用化および環境整備

を総合的かつ効果的に行う国立研究開発法人のこと。 

6 関西健康・医療創生会議では、５つのテーマ（医療情報、遠隔医療、少子高齢社会のまちづくり、認知症へ

の対策、人材育成）をあげ、それぞれ分科会を設置して検討が進められている。 
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上げられている。一方で、最近、中之島４丁目における再生医療国際拠点構想、中之島アゴラ構想7も出て

きており、既存のプロジェクトとの棲み分けや連携が課題となっている。関西が健康・医療メガクラスターとし

て成長するよう、関西一体の広域自治組織が関西健康・医療創生会議をリードして、重複を避け、広域的

に連携した取り組みが一層進むことを期待したい。 

 

創業・ベンチャー支援 

経済成長に不可欠なイノベーションに関しては、創業・ベンチャー支援が重要である。関西でも各自治

体が施策として取り組んでいる。現状、京阪神地域で見ると（図表２を参照）、各自治体が個々に大阪産業

創造館や大阪イノベーションハブ（大阪市）、起業プラザひょうご（兵庫県）、神戸インキュベーションオフィ

スや SOHO プラザ（神戸市）、京都リサーチパーク（京都府・市）などの支援施設を開設し、ビジネスプラン

の評価、資金支援、支援者ネットワークでの対応などのさまざまな支援プログラムを展開している。民間に

おいても、スタートアップ支援オフィスの提供やベンチャーキャピタルなどによる支援に取り組むところが出

てきている。 

残念ながら、健康・医療産業のようなプラットフォームはなく、多くの創業・ベンチャー支援が、ばらばらに

広域的な連携なしに行われている。また、ベンチャーキャピタルのような有力な資金支援者は関東や海外

に多い。関西一体でのベンチャー・エコシステム（効果的かつ持続的に創業・ベンチャーを育成支援する

環境）の構築に向けて、起業家の発掘、起業家同士あるいは起業家と支援者のネットワーク構築、さらには

国内他地域や海外とのつながりなど、広域連携による効果的な支援が不可欠と考える。 

 

                                                        

7 大阪大学が 2016 年 8 月に提唱したもの。中之島 4 丁目を文化・芸術・学術・技術の交流拠点とし、社会的

価値を創造するアゴラ（広場）とすることを目指す構想である。 
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自治体 支援施設 支援プログラム 

大阪府  ○成長志向創業者支援事業「Ｂｏｏｍｉｎｇ！」 
株式上場等の目標に向けて成長する起業家を先輩 
起業家が支援 

○大阪起業家スタートアップ事業 
優れた起業家をスタートから成長まで支援 

大阪市 ○大阪産業創造館 
中小企業の経営力の強化とベンチャー 
支援の拠点 

○大阪イノベーションハブ 
世界市場に挑戦する起業家や技術者や 
支援者が集まるビジネス創出支援拠点 

○創業期ベンチャー企業支援“OIH シードアクセラ 
レーションプログラム 
創業前後（シード期）のベンチャーが、起業経験者等
からメンタリングを受け、オープンイノベーションを志 
向する大企業との連携や投資家からの資金獲得等 
をめざす 

兵庫県 ○起業プラザひょうご 
スモールオフィス等の起業の場や交流 
機能を備えた起業・創業の拠点 

○ひょうご・神戸チャレンジマーケット 
ビジネスプラン発表によるビジネスマッチング 

○ふるさと起業・移転促進事業 
兵庫県への UJI ターン起業家向け助成金 

○クリエイティブ起業創出事業 
起業・第二創業を目指す若手起業家等向け助成金 

○シニア起業家支援事業、女性起業家支援事業 
起業・第二創業を目指すシニアや女性の起業家向け
助成金 

神戸市 ○神戸市産業振興財団（神戸市産業振興 
センター） 
中小企業、創業、ベンチャー等の総合ビ 
ジネス支援拠点 

○神戸インキュベーションオフィス 
ベンチャー企業や個人起業家等の育成・ 
支援を行う施設 

○SOHO プラザ 
起業家支援施設 

○神戸起業操練所 
社会人、学生、起業家等が交流・融合し、新事業を 
生み出すことを目的とした会員制の交流型事業創造 
サロン 

○神戸開業支援コンシェルジュ 
支援機関がチームとなって、独立・開業に必要な基 
礎知識や経営者の心得、資金調達方法、販路開拓 
まで、ワンストップで支援 

京都府 ○京都リサーチパーク 
創造的な研究開発環境や各種サービス 
の提供を通じて、新たな分野を切り開く企
業、ベンチャーを支援 

○京都企業創造ファンド 
ものづくり系ベンチャー企業の設備投資資金の支援 

京都市 ○京都リサーチパーク 
創造的な研究開発環境や各種サービス 
の提供を通じて、新たな分野を切り開く企
業、ベンチャーを支援 

○京都市ベンチャー企業目利き委員会 
ベンチャー企業の事業プランを評価 

○未来創造型企業支援プロジェクト 
専任コーディネーターを配置し、ベンチャーの発掘・ 
育成から効果的な支援策の提供まで積極的に携わ 
り、一貫したきめ細やかなサポートを行う 

○ベンチャー・中小企業ネットワーク支援 
総合相談窓口（ワンストップサービス）の運営や創業 
者等に対して、人材育成から研究開発，事業展開に 
至るまでの発展段階に応じた支援を行う 

 

 

 

 

図表２ 京阪神地域⾃治体における主な創業・ベンチャー⽀援 

出所：各自治体ＨＰより作成 
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（３）広域自治組織（関西広域連合）の実現 

関西では、個々のプロジェクトやテーマでの官民の広域連携のみならず、広域課題に対応する複数事

業を束ねる広域連携組織の実現にも取り組んできた。この取り組みは、分権改革・広域行政の議論ともあ

わせて行われてきた経緯がある。 

議論の先駆けは経済界から提起された。関西経済連合会は、2003 年 2 月、提言「地方の自立と自己責

任を確立する関西モデルの提案」をとりまとめた。提言では、「選択肢の多いフレキシブルな地方制度」へ

の改革が必要であり、特に関西の多様性を生かすためには府県連合型の州制が適切であると主張し、そ

の上で、既存の広域連合制度を活用して「広域連合関西州」を設置することを提案した。関西における広

域自治組織や分権改革についての産学官による具体的な議論や検討は、この提言を契機に本格化した。 

2006 年７月に、関西の２府７県４政令市の知事・市長と経済団体トップによる関西分権改革推進協議会

が発足し、関西の広域課題として取り組むための広域連合の事務を明確にするとともに、既存の関西の広

域連携組織の整理統合について精力的な議論・検討が行われた。その結果、2007 年７月、当時存在して

いた複数の広域連携・官民連携組織8が関西広域連携協議会を中心として発展的に解散・合流し、新たに

関西広域機構が設立された。 

関西分権改革推進協議会では、2007 年６月の総会において、「国からの権限・財源の移譲を受けて府

県を越える広域的課題に取り組む広域自治組織として、地方自治法に基づく関西広域連合の設置は有力

な選択肢」と合意されており、それを引き継ぐ形で、関西広域機構の中に分権改革推進本部が設置された。

同本部において、関西広域連合の設立に向けた詳細な検討が進められた。 

このような分権改革・広域行政の流れと広域連携・官民連携の流れが合流する形で、2010 年 12 月、滋

賀県、京都府、大阪府、兵庫県、和歌山県、鳥取県、徳島県の２府５県の参画により、関西広域連合が設

立された。府県で構成される広域連合は、全国初のものとなった。 

関西広域連合は、①地方分権改革の突破口を開く（分権型社会の実現）、②関西における広域行政を

展開する（関西全体の広域行政を担う責任主体づくり）、③国と地方の二重行政を解消する（国の地方支

分部局の事務の受け皿づくり）、という３つを狙いとして掲げた9。広域防災、広域観光・文化・スポーツ振興、

広域産業振興、広域医療、広域環境保全、資格試験・免許等、広域職員研修という７分野の事業および企

画調整事務で府県を越えた活動を進めている（図表３に実施事務の概要を示す）。 

2012 年４月に大阪、堺、京都、神戸の各政令市が加入し、2015 年 12 月には奈良県も部分加入（広域

防災、広域観光・文化・スポーツ振興の２分野に参加）した。関西広域連合が、名実ともに関西一体の広域

自治組織となるためには、奈良県が部分参加でなく、全部の事業に参加することを強く期待したい。 

関西広域連合は、関西一体での意見の主張、ドクターヘリを運航する広域医療の推進、東日本大震災

でのカウンターパート方式支援10などで評価される成果をあげてきた。しかし、国の地方支分部局のいわゆ

る「丸ごと移管」が、民主党政権当時の 2012 年 11 月に閣議決定11までされながら、同年末の政権交代に

より立ち消えとなり、設立時の大きな狙いであった国の権限と財源の移譲は実現しておらず、大きな課題と

して残されている。 

                                                        

8 関西分権改革推進協議会、近畿開発促進協議会、関西広域連携協議会、関西国際観光推進センター、関

西国際広報センターが解散・統合された。関西元気文化圏推進協議会、大阪湾ベイエリア開発推進機構、歴

史街道推進協議会は組織自体を解散せず、事務局機能が統合された。 

9 関西広域連合設立案による。 

10 被災自治体に特定の応援自治体を割り当てて、責任を持って継続的に応援する方式のこと。 

11 国の特定地方行政機関の事務等の委譲に関する法律案の閣議決定のこと。 
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分野 事務の内容 

広域防災 ○「関西防災・減災プラン」および「関西広域応援・受援実施要綱」の 
充実・発展 

○大規模広域災害を想定した広域対応の推進 
○関西の広域防災拠点のネットワーク化の推進 
○関西広域応援訓練の実施 
○防災分野の人材育成 

広域観光・文化 
 ・スポーツ振興 

○「関西観光・文化振興計画」の戦略的推進 
○KANSAI 国際観光 YEAR の実施 
○海外観光プロモーションの実施 
○文化振興指針「『文化首都・関西』ビジョン」の着実な推進 
○「はなやか関西・文化戦略会議」の運営を通じた関西文化の振興 
○「人形浄瑠璃」や「祭り」などのテーマでつなぐ「文化の道」事業等の推進 
○ジオパーク活動の推進 
○東京オリンピック・パラリンピックやワールドマスターズゲームズ 2021 関西

などスポーツ大会の誘致および開催の支援 

広域産業振興 ○「関西広域産業ビジョン 2011」の戦略的推進 
○世界の成長産業をリードするイノベーション創出環境・機能の強化 
○高付加価値化による中堅・中小企業等の国際競争力の強化 
○「関西ブランド」の確立による地域経済の戦略的活性化 
○企業の競争力を支える高度人材の確保・育成 
○関西広域農林水産業ビジョンの戦略的推進 
○地産地消運動の推進による域内消費拡大 
○６次産業化や農商工連携の推進などによる競争力の強化 

広域医療 ○「関西広域救急医療連携計画」の推進 
○広域救急医療体制の充実 
○災害時における広域医療体制の整備・充実 
○新たな連携課題に対応した広域医療体制の構築 

広域環境保全 ○「関西広域環境保全計画」の戦略的推進 
○再生可能エネルギーの拡大と低炭素社会づくりの推進 
○自然共生型社会づくりの推進 
○循環型社会づくりの推進 
○環境人材の育成 

資格試験・免許等 ○調理師、製菓衛生師、准看護師に係る試験実施・免許交付等 

広域職員研修 ○政策形成能力研修の実施 
○構成団体主催研修への相互参加（団体連携型研修） 
○インターネットを活用した研修の実施等、研修効率化の取り組み 

その他 ○広域にわたる政策の企画調整 
○地域の振興計画の策定および実施 

 

 

図表３ 関⻄広域連合の実施事務の概要 

出所：関西広域連合ＨＰより作成 
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２．関西の総合力発揮のための制度 

（１）関西広域連合の機能強化による総合力発揮 

関西の総合力発揮のためには、自主・自立の関西を実現するという官民の強い思いと期待を持って設立

された関西広域連合の機能強化に取り組むことが極めて重要であると指摘したい。経済社会のグローバル

化の進展、本格的な人口減少の中で、関西の実態を踏まえ、関西のポテンシャルを生かした関西一体で

の有効な施策を打つためには、国の権限と財源の移譲を進め、関西として主体的な判断と責任により広域

行政課題に取り組むことが不可欠である。 

国の権限と財源の移譲に関する国との調整のハードルは非常に高いが、関西広域連合がリーダーシップ

をとって、権限と財源の委譲後の関西広域発展戦略とその効果・メリットを具体的に示すことで、住民やマスメ

ディアの理解を促進し、関西が全国のモデルになり得ることを国へ強く働きかけていくことが欠かせない。 

次に、関西広域連合が、関西全体の広域行政を担う責任主体として担うべき事業について述べたい。現

行の７分野の広域事業はさらに強化されるべきものである。さらに、国の権限と財源の移譲を前提に、広域的

な交通・物流インフラの整備と一体的な管理運営（ポートオーソリティ12のようなもの）まで担うようになるべきと

考える。老朽インフラについては更新せずに思い切って除却することもありうるが、そうした判断は、広域的な

視点からネットワークの利便性に問題がないかで判断を行うのが適当である13。また、北陸新幹線やリニア中

央新幹線のような複数のブロック圏域を結ぶ国土の基幹交通インフラによる東京へのストロー効果抑止のた

めには、関西圏域と北陸、中部、関東の各ブロック圏域との交流・連携の促進策の検討と実行が必要であり、

関西広域連合がその企画調整事務を担っていくべきであると考える。 

大規模な国際的なイベントの誘致と実現は、関西の世界へのＰＲのみならず、そのレガシーもうまく生か

せば都市づくりや関連産業振興において、関西の発展にとって大きなプラス効果がある。ワールドマスター

ズゲームズ 2021 関西に加え、2025 年国際博覧会、統合型リゾートの誘致・実現にあたっては、関西広域

連合が、関西に広く波及効果が及ぶよう、広域的な調整、合意形成をリードしていってもらいたい。 

規制改革も関西広域連合が取り組むべき課題と考える。条例等の規制や義務づけについて、関西全体

として、規制を緩和する、報告の義務づけは基準、様式を統一することが望ましいこともある。関西版規制

改革会議（仮称）を関西広域連合が設置し主宰してもらいたい。 

関西広域連合が、以上のような広域的な企画調整と事業をより主体的に取り組めるようになるためには、

独自財源の確保も必要と考える。主に構成団体からの負担金による財政運営では、広域連合としての自立

性や安定性に欠ける。広域連合への独自財源の付与が検討されるべきである。例えば、構成団体の住民

税（個人、法人）や地方消費税の一部を広域連合へ譲与するということが考えられる。 

広域行政機能の拡充にあたっては、それらを担う人材の育成も欠かせない。関西広域連合の職員は、

構成団体からの派遣にとどまらず、プロパー職員の育成、国や民間との人材交流を進めていくべきである。

官民が同じ目線で協働することが、官民の広域連携の強化ともなる。必要な専門的知見や技術があり、関

西で意欲的に貢献したい意思のある国家公務員の出向、転籍もあり得よう。 

                                                        

12 複数の広域的な交通・物流インフラを一体的に管理運営するポートオーソリティの例として、米国のニュー 

ヨーク・ニュージャージー港湾公社（Port Authority of New York and New Jersey）がある。複数の港湾・空

港・交通アクセスを一元的に管理運営している。こうしたポートオーソリティ設立を求める意見はかねて経済界

からある。最近のものでは、関西経済連合会の提言「関西版ポートオーソリティ構想 2020 年に目指すべき姿」

（2011 年５月）において提案がある。 

13 例えば、淀川左岸線および延伸部、大和川線の高速道路が完成すれば、大阪都市再生環状道路が実現

する。そうなると、既存の阪神高速道路の大阪市都心の環状線は除却という判断もありうるだろう。維持した場

合のコスト節減にとどまらず、除却しても高速道路ネットワークとしての利便性は損なわれないといえるからで

ある。 



  

9 

また、関西広域連合が、有識者やシンクタンクから、客観的なデータ分析等のエビデンスに基づく問題

提起、政策提案を得て、それを広域的な行政施策の企画立案に生かしていくことも有効と思われる。 

（２）関西広域連合の発展による分権型道州制の議論の加速を 

関西広域連合は、もともと道州制の実現までには相当長期の期間を要するという前提で、現行制度を利

用しつつ分権改革をさらに進めるための現実的手段として設立合意に至っている。道州制は、国のあり方

の抜本的見直しを含めた大変革ともいうべき新たな統治機構の制度設計となる。道州制の是非については、

意見を主張する人によって思い描く姿に違いがあるうえに、自治体からさまざまな問題指摘や懸念が出さ

れており、議論は収斂されていない。最近では議論すら停滞している状況にある。 

道州制の実現を短兵急に求めるのではなく、関西広域連合が、国の権限・財源の移譲を受けて、関西と

して主体的な判断と責任により広域行政課題に取り組むことで実績と成果をあげることが先決である。そうし

た関西広域連合の発展こそが、総合力発揮のための広域行政機能強化への国民や自治体の関心を高め、

分権型道州制を導入した場合の姿も具体的にイメージできるようになり、道州制の実現に向けた建設的な

議論を加速するものと考える。 
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